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令和６年度学校における障害者雇用推進事業業務委託について、公募型プロポーザルの参加者を募

集しますので、公告します。 

 

 令和６年４月２４日 

 

奈良県教育委員会教育長  大石 健一 

 

１ 業務内容 

（１）委託業務名  

  令和６年度学校における障害者雇用推進事業 

（２）業務内容 

  令和６年度学校における障害者雇用推進事業仕様書のとおり 

（３）契約期間 

  契約日から令和７年３月３１日まで 

（４）委託金額の上限 

  ３，０００千円（消費税及び地方消費税の額(10％)を含む。）を限度とする。 

 

２ 契約方法 

随意契約（地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号） 

奈良県教育委員会が企画提案を公募し、その内容を審査した結果、最優秀提案者を随意契約相手方

の候補者とする。（公募型プロポーザル方式） 

 

３ 公募に参加する者に必要な資格等 

次に掲げる要件のすべてに該当する者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条４の規定に該当しない者であること。

（２）物品購入等に係る競争入札参加等に関する規定（平成７年１２月奈良県告示第４２５号）による 

競争入札参加資格者で、営業種目「Ｑ７諸サービス」に登録している者であること。 

（３）奈良県物品購入等の契約に係る入札参加停止等措置要領による入札参加停止の期間中でない者で 

あること。 

（４）過去５年間において、国又は地方公共団体との間で本業務に類する同程度の契約実績を有してい 

ること。 

 

４ 担当部局 

  奈良県教育委員会事務局 教職員課 教職員相談支援係 

  〒630-8502  奈良市登大路町 30番地 

電話：0742-27-9805  ＦＡＸ：0742-24-7256 

Email：kyosyoku-shien@office.pref.nara.lg.jp  

 

５ 交付期間、場所および方法 

  本プロポーザルの関係書類は、「奈良県教育委員会事務局教職員課ホームページ」で公開する。 

（１）交付期間 

  令和６年４月２４日（水）から ５月２２日（水）まで 

（２）問い合わせ先 

   ４の担当部局に同じ 

※郵送・対面による配布は行わない。 

※本件に係る説明会は実施しない。 
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６ 参加方法、提出書類、提出期限等 

  「令和６年度学校における障害者雇用推進事業」業務委託公募型プロポーザル募集要項のとおり 

 

７ その他 

（１）本公募に関して要した費用は、参加者の負担とする。 

（２）その他の定めのない事項については、地方自治法、同法施行令及びその他関係法令並びに奈良県 

会計規則及びその他の県が制定する関係条例、規則等に従うものとする。 

 

 

 

 


